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る。〉が存在するO 従って，労働者が購入する消費財は i=l，…，n であらわす
ことにするO ① u個の投資財が存在する。従って，資本家（企業〉に必要な
投資財は i=n+l，…，n十vであらわすことにするo ④中間財（中間生産物〉
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(10) xih = .fhCπh• r, P托＋J，…，Pn＋仰の， i=n+l，…， n+v;h=l，…， n+v
n+v 








メー ター ， erは企業 iの総生産費， Niは企業 iの労働投入量， Jは貨幣賃
金率， c~ は企業 i の非賃金費用， ct は企業 i の平均費用， πiは企業 tの粗
利潤， kiは企業 iのマーク・アップ率， xiは企業 iの産出量， xihは企業h






























格を次のようにして決定する（企業 tの価格設定態度〉。 企業 iは次期への意
図した在庫増あるいは在庫減をできるだけ少なくするように産出量と販売量を






るO 企業 iが新投資計画を策定すれば，企業 iはその収入から投資計画費の一
部を調達するためにもより高い生産物価格を設定する。一般に生産物価格発表
後の企業の販売は当該期間の需要に依存するが， このことはここでは無視す
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このミクロ的基礎モデ、ルは，式11，変数11(xjj, Pi, r，αj, Si, Mi, Xi, 











(12) Xi=± Gii(P1 p 」－，仏凡，n














αjは企業1の産出量 x，，・・・，企業 n十U の産出量xn句と利子率 fに依存す
ることになる。







































C=C(PY, P1 ，…，Pn, r, E1 ，…，Ez) 
n l 
=2:: 2: P;・Hij(P…P ___l_ EjPY) 
ト 1j=l I> ' n’ 1十f ’ J
。1)
ω 
(23) l=l（πl，…，πn+v> r, Pn+ I，・・，P却＋仰 の
nトu n+v 
= 4J 2: fう・gih（πh>r, Pn+I• . , Pn+v> r) 
i=n+l h=l 
S=S(P，…，Pn, r，αl，…，αz, Su) 
=Su+± __p__•Hn+i j (Pi, "Pn __l__, a7) 
J=l 1十f I n’ l+r J.1 
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(8) ミクロ的基礎モデ、ルに関連した注（6）の文献の他に，次の文献に負うところが大き
い。 Keynes,J.M., The General Theory of Emρloyment, Interest and Money, 1936. 
新野幸次郎，置塩信雄，1r,j先生， 『ケインズ経済学』，昭和32年。和田貞夫，『経済成長
の基礎理論』，昭和44年。 Davidson,P.，“Post-Keynes Monetary Theory and Infla-




(26) M=M(P1，…，Pn, r，αl，…，αi. Me) 








資， σtは実質産出量に対する企業 iの産出量の比率， hは集計的平均マーク・
アップ率あるいはマクロ的平均マーク・アップ率， Aはマクロ的労働の平均生
産物， Nは集計的雇用量あるいはマクロ的雇用量， Eiは国民所得 PYに占め






































































n t p. .! P, p 1 ¥ 
側 CR=CR(Y)=2.J 2J _J_Hり－上… ---1L .L ES) 
i=l j置 1 p ¥ p” p ’P(l十r）’ J ) 

























このマクロ的基礎モデ、ルは，式15，変数15(P, Pi, Y, X;, C, I, A, r, 
Ej, N；， πh，αj, S, M, V）であるから完全な体系が成立する。ただし， k,
k;, l, r，σii N, Su, Me, Mzは，すべてパラメーターであり，所与かつ一定で
あるO 既述のミクロ的基礎モデ、ルとマクロ的基礎モデ、ルとの相互関係からそれ
(10) Weintraub, S., op. cit., 1978, p. 68. 
(1) Weintraub, S., op. cit., 1978, p. 71. 
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(34) 2J 1うXf＋~一戸＝α＊－Su十三J (PhX~ －lNh-cn 
ド 1 1 +r h=l •• 
この式で νD＝~ りであり， d は労働者の非利潤要素の合計， Su は資本家
（企業〉の貯蓄，添字のDとzはそれぞれ生産物市場の需要面と供給面をあら








従って，ワルラス法則によれば，（12)' (13)' (23)' (24)' (25)式のどれか1つの式は従
属的なものであるO ミクロ的基礎モデ、ルは式，変数ともに n十U十1個の体系で
あるO このモデ、ルを縮約した基本体系で、決定されるべき変数は X1 ，…， Xn+v• r 
である。
これに対して，マクロ的基礎モデ、ルを縮約した基本体系は， 7個の式， 7個
の変数 （P,Y, I, S, C, M, r）で示すことができる。すなわち，式は8個，
変数は 7個あるが，側，（r札倒式のどれか1つの式は従属的であるからであ
る。
。司 C=C(PY, r) 
ω S=S(PY, r) 
(39) M=M(PY, r) 














(41) Y=f(N）＝泊五〈削）， ai＝言L, i=l，…，n+v 
この式のふ（i=l，…，n十v）は1になる。さらに（18）とω式から各 tに対して次
式が成立するO
(42) Xi= fi(ND ＝σぷN）吋与）
完全競争の下では，実質賃金率去は労働の限界生産物価値に応じて支払わ
れるから， i=l，…，n十vに対して次式が成立する。
a [JC!J) t 




(45) a佼i)＝＋ εi, si>O, i=l,・ .,n十U
同様にして次式が得られる。






1 f(N)-p 。η 一一一＝k A 
納式から次の命題を導くことができるO すなわち，マクロ的労働の平均生産
物Aがし、かなる値であっても，マクロ経済の独占度pが上昇すればするほど，
1 -労働者の所得分配率一ーが低下することになるO すなわち，制式をρで偏微分k 
すれば，次式が得られる。
I 1 ＼ δA 卜＝－－） A十~｛f(N)-p}(48) ¥ k J _ ap 
＼ノ－ - ~r-- AZ くOap 
2. 所得分配に関する命題
各企業の場合の（8）式を集計した式と国民総生産ω式から次式が得られる。
住9) PY =lN +CG＋π 
n+v n+v 
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c 従って，マクロ的実質消費を CR＝一ーとすれば，マクロ的消費関数Cは，p 




ここで， NC は消費財産業の雇用量であり， Ne＝~ Niで示される。
制式のきは消費財産業における労働の平均生産物の逆数，長は総雇用量
































aM I aN ¥ 
(59) v：一一＝k(l一一一＋N)at ¥ at ; 
この式から2つの重要な命題を導くことができるo 1つは，次の命題であ
るO 貨幣当局がマクロ的貨幣賃金率 Jの変動に即応してマクロ的貨幣供給量
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